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2018 年 6 月 6 日 
株式会社日立製作所 

株式会社日立インフォメーションアカデミー 
トレンドマイクロ株式会社 

日立とトレンドマイクロが、サイバーセキュリティ分野における 

人材育成の協業に合意 
セキュリティ人材育成に関する新たな共同事業を立ち上げ 

株式会社日立製作所(執行役社長兼 CEO：東原 敏昭／以下、日立)と株式会社日立インフォメ

ーションアカデミー(取締役社長 石川拓夫／以下、日立インフォメーションアカデミー)、トレンドマイ

クロ株式会社(代表取締役社長 兼 CEO：エバ・チェン／以下、トレンドマイクロ)の 3 社は、国内で

不足するセキュリティ人材の育成加速を目的に、サイバーセキュリティ分野での人材育成に関する協

業について基本合意書を締結しました。本合意書に基づき、3 社は、各社がもつナレッジを相互活

用し、新たなセキュリティ人材育成に関する共同事業を立ち上げ、推進します。 
 

昨今、重要インフラや機密情報を標的にしたサイバー攻撃のリスクが高まっています。日々高度

化・巧妙化するサイバー攻撃に対応するためには、セキュリティソフトウェアの導入といった技術的な

対策と、人材育成や規則・運用の強化といった組織的な対策が重要です。一方、セキュリティ人材は

2020 年に国内で約 20 万人不足*１すると言われており、その育成が急務となっていますが、育成に

あたっては、最新の脅威動向から実際の攻撃シナリオまでを網羅した高度かつ実践的な教育コンテ

ンツの開発だけでなく、講師育成や研修環境の整備といった運用面も考慮する必要があります。 
*1 出典：経済産業省ウェブサイト （http://www.meti.go.jp/press/2016/06/20160610002/20160610002.pdf） 

 
本協業では、3 社の強みを生かした新たな人材育成事業を推進します。具体的には、トレンドマイ

クロが有する国内外の脅威動向や最新の攻撃シナリオといったサイバーセキュリティに関する独自の

知見と、日立が幅広い分野で培ってきたシステムの開発・運用ノウハウ、そして日立グループ内外に

研修サービスを提供する日立インフォメーションアカデミーの人材育成ノウハウを活用し、研修カリキ

ュラムや教材といった教育コンテンツの企画・開発から研修サービスの運用までを共同で推進します。 
協業第一弾として、日立グループ社員約 2,000 名*2 の受講実績がある、トレンドマイクロの知見を

取り入れた「サイバー攻撃対応研修」を、一般のお客さまが広く活用できるカリキュラムに改訂し、日

立インフォメーションアカデミーが 2018 年 10 月より提供開始します。本研修は 2019 年 3 月までに

お客さま企業から 1,000 名の受講者の獲得をめざします。 
*2 2018 年 5 月末現在。 

 
将来的には、日立とトレンドマイクロ両社のお客さまなどを対象にした新たな共同研修サービスを

提供することも視野に入れるなど、3 社は密な連携を図りながら、セキュリティ人材の育成加速に取り

組んでいきます。 
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■体制図 

 

■本件に関するお問い合わせ先 

株式会社日立製作所 セキュリティ事業統括本部 
セキュリティに関するお問い合わせフォーム 
http://www.hitachi.co.jp/security-inq/ 
 
株式会社日立インフォメーションアカデミー ソリューション推進部  [担当：田中] 
〒140-0013 東京都品川区南大井六丁目 26 番 3 号 大森ベルポート D 館 13 階 
電話：03-5471-8958(直通) 
Email:hia-ml@hitachi-ia.co.jp 
 

以上 
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